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平成２６年第４回大玉村議会定例会会議録 

 

第１日  平成２６年６月１７日（火曜日） 

 

 １．応招（出席）議員は次のとおりである。 

    １番 鈴 木 康 広   ２番 押 山 義 則   ３番 武 田 悦 子 

    ４番 菊 地 利 勝   ５番 鈴 木 宇 一   ６番 佐々木 市 夫 

    ７番 佐 藤 誠 一   ８番 遠 藤 文 一   ９番 佐 原 吉太郎 

   １０番 須 藤 軍 蔵  １１番 遠 藤 義 夫  １２番 佐 藤   悟 

 ２．不応招（欠席）議員は次のとおりである。 

    な し 

 ３．地方自治法第１２１条第１項の規定により説明のため出席を求めた職員。 

村 長 押 山 利 一 副 村 長 武 田 正 男 

教 育 長 佐 藤 吉 郎 
総 務 部 長 
兼 総 務 課 長 遠 藤 勇 雄 

住民税務部長 
兼住民生活課長 菊 地 平一郎 

産 業 部 長 
兼 農 政 課 長 鈴 木 幸 一 

建 設 部 長 
兼 建 設 課 長 舘 下 憲 一 

福祉環境部長 
兼健康福祉課長 武 田 孝 一 

教 育 部 長 
兼教育総務課長 武 田 好 広 企画財政課長 押 山 正 弘 

税 務 課 長 菊 地   健 
農 業 委 員 会 
事 務 局 長 佐々木 正 信 

 ４．本会議案件は次のとおりである。 

    会議録署名議員の指名 

    会期の決定 

    諸般の報告 

    行政報告 

    議案の一括上程（議案第４１号～議案第４９号及び報告第２号） 

     議案第４１号 大玉村税条例等の一部を改正する条例について 

     議案第４２号 大玉村国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

     議案第４３号 平成２３年東日本大震災による被災者に対する村民税、固定資 

            産税及び国民健康保険税の減免に関する条例の一部を改正する 

            条例について 

     議案第４４号 安達地方広域行政組合規約の一部を改正する規約について 

     議案第４５号 安達地方広域行政組合規約の変更に伴う財産処分について 

     議案第４６号 安達地方土地開発公社の解散について 

     議案第４７号 平成２６年度大玉村一般会計補正予算について 

     議案第４８号 平成２６年度大玉村国民健康保険特別会計補正予算について 
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     議案第４９号 平成２６年度アットホームおおたま特別会計補正予算について 

     報告第 ２号 平成２５年大玉村繰越明許費に係る繰越計算書について 

    提案理由の説明 

    請願・陳情について（委員会付託） 

 ５．本会の書記は次のとおりである。 

    議会事務局長 作田純一、書記 遊佐佳織、伊藤寿夫、安田春好 
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会 議 の 経 過 

 

○議長（佐藤 悟） おはようございます。 

   平成２６年第４回６月定例会が招集されましたところ、出席ご苦労さまでございま

す。ただいまの出席議員は、１２名全員であります。定足数に達しておりますので、

平成２６年第４回大玉村議会定例会を開会いたします。 

（午前１０時００分） 

◇          ◇          ◇ 

○議長（佐藤 悟） 会議に先立ちまして、本年６月３日、福島県町村議長会総会におい

て、本村議会が優良議会として表彰されましたので、ご報告申し上げます。 

   次に、本年４月１日付職員の人事異動について、議会の運営に関する基準第１７章

１７３の規定により、執行機関の幹部異動職員を紹介いたします。 

   執行部より、幹部職員の紹介をお願いいたします。副村長。 

○副村長（武田正男） おはようございます。前回の臨時議会でご紹介できなかった幹部

職員について紹介申し上げます。演壇に向かって左側前列、教育部長武田好広です。 

○教育部長（武田好広） よろしくお願いします。 

○副村長（武田正男） 後列になります。建設部長舘下憲一です。 

○建設部長（舘下憲一） おはようございます。よろしくお願いします。 

○副村長（武田正男） 農業委員会事務局長佐々木正信です。 

○農業委員会事務局長（佐々木正信） おはようございます。よろしくお願いします。 

○副村長（武田正男） 以上です。よろしくお願いします。 

○議長（佐藤 悟） 以上で、紹介を終わります。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（佐藤 悟） これより本日の会議を開きます。 

   本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（佐藤 悟） 日程第１、会議録署名議員の指名をいたします。 

   今期定例会の会議録署名議員は、会議規則第１１８条の規定により５番鈴木宇一君、

６番佐々木市夫君を指名いたします。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（佐藤 悟） 日程第２、会期の決定を議題といたします。 

   議会運営委員会委員長の報告を求めます。６番。 

○議会運営委員長（佐々木市夫） おはようございます。 

   第４回６月定例会に当たりましては、さきに閉会中の委員会審査に付託されており

ました今期定例会の会期日程等について、去る６月１３日、午前１０時より第一委員

会室におきまして議会運営委員会を開催し審査をいたしましたので、その経過と結果

について、以下ご報告を申し上げます。 

   委員会は、議長出席のもと、全委員出席、さらに当局から総務部長、企画財政課長



 

- 4 - 

 

の出席を求め、提出議案の概要の説明を受け、会期及び議事日程等について、次のよ

うに決定をいたしました。 

   今期定例会に提出されます事件は、村長提出の議案９件で、その内容は、条例等改

正関係４件、補正予算関係３件、その他２件及び報告関係１件の合わせて１０件であ

ります。 

   また、今期定例会の一般質問者は６名であります。 

   次に、会期につきましては、本日６月１７日から２０日までの４日間と決定いたし

ました。 

   また、審議日程につきましては、 

   本日１７日 本会議 村長の行政報告、議案の一括上程、提案理由の説明、請願及 

         び陳情の委員会付託 

   ６月１８日 休会 議案調査 

   ６月１９日 本会議 一般質問５名 

   ６月２０日 本会議 一般質問１名、議案審議、付託事件の委員長審査報告及び審 

         議、委員会閉会中の継続調査報告及び閉会中の継続調査の申し出 

  という日程で行います。 

   以上のように委員会として全委員一致をもって決定いたしましたので、何とぞご審

議の上、ご賛同賜りますようお願い申し上げまして報告といたします。よろしくお願

いします。 

○議長（佐藤 悟） お諮りいたします。 

   会期日程については、ただいま議会運営委員会委員長報告のとおり決するにご異議

ございませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（佐藤 悟） 異議なしと認めます。 

   よって、会期日程については、ただいま議会運営委員会委員長報告のとおり決しま

した。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（佐藤 悟） 日程第３、諸般の報告を行います。 

   諸般の報告につきましては、配付いたしました報告書のとおりでありますので、配

付をもって報告にかえさせていただきます。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（佐藤 悟） 日程第４、村長より行政報告を求めます。村長。 

○村長（押山利一） おはようございます。ご苦労さまです。 

   本日、第４回定例会の招集をお願いいたしましたところ、議員の皆様には何かとお

忙しい中、ご出席を賜り、提出案件のご審議を賜りますこと感謝を申し上げます。 

   今次定例会に当たり、現時点における本年度の各部課等の事務事業につきましては、

お手元に配付の別紙をもって行政報告とさせていただきますので、よろしくお願い申

し上げます。 
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○議長（佐藤 悟） 行政報告が終わりました。 

 

◇          ◇          ◇ 

○議長（佐藤 悟） 日程第５、議案第４１号から議案第４９号及び報告第２号までを一

括上程いたします。 

   事務局職員に議案を朗読させます。事務局。 

○書記（伊藤寿夫） 別紙議案書により朗読。 

○議長（佐藤 悟） 事務局職員の朗読が終わりました。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（佐藤 悟） 日程第６、村長より提案理由の説明を求めます。村長。 

○村長（押山利一） それでは、提案理由について説明を申し上げます。 

   本定例会における提出議案は、条例等の改正案４件、補正予算案３件、その他２件、

報告１件の合わせて１０件であります。 

   それでは、議案第４１号、大玉村税条例等の一部を改正する条例について申し上げ

ます。本案は地方税法等の一部を改正する法律が本年３月３１日に公布されたことに

伴い、大玉村税条例等の一部を改正するものであり、主な改正の内容について申し上

げます。 

   まず、第１条、１ページをお開きください。大玉村税条例の一部改正について、第

２３条については、法人税法において外国法人の恒久的施設が定義されたことに伴い、

所要の規定の整備を行うもの、第３３条については、地方税法の一部改正により、引

用条項の改正を行うものであります。 

   第３４条の４については、地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小を図

るため、国税化され地方交付税の原資となる地方法人税が創設されたことに伴い、法

人市町村民税の法人税割の税率が引き下げられたことにより、改正を行うものであり

ます。 

   ２ページをお開きください。２ページの第４８条については、法人税法において外

国法人に係る外国税額控除制度が新設されることに伴う所要の規定の整備を行うもの

で、第５２条については、法人税法において外国法人に係る申告納付制度が規定され

たことによる所要の改正を行うものであります。 

   ３ページをごらんいただきます。３ページの５７条及び５９条については、小規模

保育事業や認定子ども園に供する固定資産について、非課税とする特別措置が講じら

れたことにより、引用条項の改正を行い、第８２条については、国及び地方を通じた

自動車関連税制の見直しに伴い、軽自動車税の税率が引き上げられることに伴って改

正するものであります。 

   ５ページをお開きください。５ページの附則第４条の２については、公益法人等に

係る村民税の課税の特例について、租税特別措置法の改正に伴い、引用条項の整理を

行い、附則第１６条については、軽自動車におけるグリーン化税制が新設されること

に伴い、１３年を経過した３輪以上の軽自動車について、おおむね２０％を重課する、
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重ねて課税する、特例措置を新設するものであります。 

   附則第１９条及び６ページの第１９条の２については、一般株式等及び上場株式等

に係る譲渡所得等の課税の特例について、また附則第１９条の３については、非課税

口座内上場株式等に係る譲渡所得の計算の特例について、それぞれ租税特別措置法の

改正に伴い、引用条項の整理を行うものであります。 

   ７ページの現行の附則第２２条から１１ページの現行の２３条については、東日本

大震災に係る特例について、条例の性格を踏まえ、削除するもので、１２ページの附

則第２４条及び２５条については、規程の繰り上げ整理を行うものであります。これ

は内容についての変更はございません。 

   次に、１３ページの第２条、大玉村税条例の一部を改正する条例の一部を改正する

条例について申し上げます。この条例は平成２５年条例２８号として定めたもので、

地方税法等の改正により、規定の整備を行うものであります。 

   附則は試行期日及び経過措置について定めるものであります。 

   次に、議案第４２号、大玉村国民健康保険税条例の一部を改正する条例について申

し上げます。 

   本案は地方税法の一部を改正する法律が平成２６年３月３１日に公布され、同年

４月１日から施行されたことに伴い、所要の改正を行うとともに、平成２６年度大玉

村国民健康保険事業の運営に当たり、税の所要額を確保するため、按分率の改正及び

条例の一部改正を行うものであります。 

   それでは、主な改正内容について申し上げます。 

   後期高齢者支援金等課税税額及び介護納付金課税額に係る課税限度額をそれぞれ

２万円引き上げるほか、低所得者の国民健康保険税の軽減措置の対象を拡大するため、

国民健康保険税の５割軽減及び２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の基準の見

直しを行うものであります。 

   また、本村の平成２６年度の按分率につきましては、国民健康保険の運営主体が今

後、市町村から広域に移行することを踏まえ、県の広域化支援方針の中で県内統一し

て３方式採用が決定されたことに伴い、応能割のうち資産割額を廃止した上で、賦課

割合を応能５０、応益５０で算定いたしました。 

   資産割を廃止することにより、第２条中資産割額の文言を改正、第４条、第７条、

第９条の規定を削除し、１ページの第２条については、後期高齢者支援金等課税額及

び課税納付金課税額に係る課税限度額をそれぞれ２万円引き上げ、第３条及び２ペー

ジの第５条では、医療給付費分の所得割額及び均等割り額を改正、それから第６条及

び第７条の２では、後期高齢者支援金分の所得割額及び均等割り額を、第８条、３ペ

ージの第９条の２及び第９条の３は、介護納付金分の所得割額、均等割額及び平等割

額をそれぞれ改めるものであります。 

   第２１条第１項第１号は７割軽減で、医療給付費分及び後期高齢者支援金分の均等

割額並びに介護納付金分の均等割額及び平等割額を改正、それから４ページの同項第

２号（２）とあります、は５割軽減で、軽減判定所得の算定における被保険者の数に
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世帯主を含め、医療給付費及び後期高齢者支援金分の均等割額並びに介護納付金分の

均等割額及び平等割額を定める。それから、５ページの同項第３号（３）とあります、

２割軽減で、軽減判定所得の算定において、被保険者の数に乗ずべき金額を４５万円

に引き上げ、医療給付費分及び後期高齢者支援金分の均等割額並びに介護納付金分の

均等割額及び平等割額をそれぞれ改めるものであります。 

   これら改正に基づき算定された一般分の１人当たりの調定額は１０万４，４４４円

で、前年度と比べ１．７６％の増、１世帯当たりは１７万６，２８６円で、前年比と

比べ０．６４％の増であります。 

   附則については、施行期日及び適用区分について定めるものであります。 

   なお、詳細については別紙資料をあとで後ほどごらんいただきたいと存じます。 

   議案第４３号、平成２３年東日本大震災による被災者に対する村民税、固定資産税

及び国民健康保険税の減免に関する条例の一部を改正する条例について申し上げます。 

   本案は東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う避難指示等対象地域における国民

健康保険被保険者の国民健康保険税の免除措置に対する財政支援が、平成２５年度同

様、平成２６年度分についても延長されることとなったため、所要の改正を行うもの

であります。 

   第４条の３については、避難指示等の対象地域及び上位所得層を除く旧緊急時避難

準備区域等から転入した被保険者について改正、それから平成２６年度分の国民健康

保険税全額を免除するもので、第４条の４については、旧緊急時避難準備区域等から

転入した上位所得層について、平成２６年４月から同年９月分までに相当する月割算

定額を減免するものであります。 

   続いて、議案第４４号をご説明申し上げます。安達地方広域行政組合規約の一部を

改正する規約について申し上げます。 

   本案につきましては、平成１５年より、当該組合が共同処理する事務として処理し

てまいりましたが、情報通信を巡る環境の変化等を踏まえ、この事務を廃止し、各市

町村が独自に情報通信ネットワークを管理運営するものであります。 

   平成１５年当時、民間による大容量・高速通信サービスの提供がおくれていた本地

方にとりまして、市町村が共同して情報通信網を整備、運営することは非常に有意義

なことでありましたが、情報通信網の整備から１０年以上が経過し、民間の情報通信

サービスが飛躍的に充実し、また、共同処理することによるメリットが薄らいだこと

から、所期の目的は十分に達せられたものと考え、広域的情報通信網の分散を図るべ

く、組合規約の変更について、地方自治法第２８６条第１項の規定により、構成市村

との協議が必要であり、同法第２９０の規定により議会の議決を求めるものでありま

す。 

   次に、議案第４５号、安達地方広域行政組合規約の変更に伴う財産処分について申

し上げます。 

   本案につきましては、前議案でご説明申し上げましたとおり、安達地方広域行政組

合における広域的情報通信網の整備及び管理運営の共同処理を廃止し、分散化を図る
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ことに伴い、村に帰属する財産である光ファイバーケーブルの処分について、地方自

治法第２８９条の規定により協議が必要であり、同法第２９０条の規定により議会の

議決を求めるものであります。 

   議案第４６号についてご説明を申し上げます。安達地方土地開発公社の解散につい

てでございます。 

   安達地方土地開発公社は、公共事業の円滑な推進を図るため、土地の先行取得を目

的として、昭和４８年に安達圏域の当時１市４町２村の７市町村で設立されたもので

あり、圏域内のまちづくりに大きな役割を果たしてきました。 

   しかしながら、近年の社会情勢等の変化から、土地を先行取得する意義が薄れ、近

年、２１年以降、安達地方土地開発公社を利用して土地取得の実績はなく、事業によ

る債務の償還を主に行ってきたところであります。 

   今後も、現在の設立団体である二本松市、本宮市、大玉村において、土地開発公社

の利用予定がなく、借入金の償還が平成２６年３月末で完済したことから、公社の所

期の目的及び役割は達成されたものとして解散しようするものであります。 

   次に、議案第４７号から議案第４９号、平成２６年度各会計補正予算について申し

上げます。 

   なお、会計補正予算の詳細につきましては総務部長に説明をさせますので、概要の

みご説明を申し上げます。 

   議案第４７号、平成２６年度大玉村一般会計補正予算について、補正予算書１ペー

ジをお開き願います。 

   今回の補正は災害公営住宅整備事業や農業関係除染などの原発事故等に係る対策事

業及び緊急性、重要性を勘案した予算の編成をしたものでありまして、既定の予算の

総額に１億９，７３０万９，０００円を追加し、予算の総額を７２億５，５５６万

５，０００円とするものであります。 

   また、第２条では、地方債の補正をするものであります。 

   次に、議案第４８号、３３ページをお開きいただきたいと思います。 

   平成２６年度大玉村国民健康保険特別会計補正予算について、今回の補正は、本年

度における医療費所要見込額の精査を行い、その結果に基づき、先ほどご説明を申し

上げました按分率の見直し、調整を行ったものであります。 

   これらによる課税等の増額につきましては、繰越金等による被保険者の税負担の軽

減が図られるよう考慮した予算の編成を行い、既定の予算額に５，０７２万

５，０００円を追加し、予算の総額を歳入歳出それぞれ９億１６２万３，０００円と

するものであります。 

   次に、議案第４９号、４５ページをお開きいただきたいと思いますが、平成２６年

度アットホームおおたま特別会計補正予算について、今回の補正は設備改修経費の計

上のため、歳出のみの補正としたものであります。 

   次に、報告第２号、議案書のほうに戻っていただきたいと思います。報告第２号に

つきましては、平成２５年度大玉村繰越明許費に係る繰越計算書についてでございま
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す。これにつきましては、この資料をごらんになっていただきたいと存じます。 

   以上のとおり提案理由の説明を申し上げました。 

   それでは、各会計補正予算の詳細につきましては、総務部長より説明をさせます。 

   何とぞよろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（佐藤 悟） 総務部長。 

○総務部長（遠藤勇雄） それでは、命によりまして、平成２６年度各会計補正予算の説

明を申し上げます。 

   議案第４７号、平成２６年度大玉村一般会計補正予算について、歳出よりご説明申

し上げます。 

   １２ページをお開き願います。 

   款２総務費の企画費は６１５万円の補正計上であります。このうち１３委託費は、

原発事故による風評被害を払拭するため、本村の春夏秋冬の四季を通した映像に放射

性物質の検査や除染の取り組みを加え、視覚を通した安心・安全を発信するための映

像素材の製作に要する費用５００万円の計上であります。 

   １９負担金補助及び交付金は、ペルー国マチュピチュ村との交流を図るための実行

委員会補助に要する経費１００万円の計上であります。 

   １４ページにかけての諸費の事項③のその他各種負担金等に要する経費は、ふるさ

と納税協力者の増加に伴い、謝礼に要する経費２５０万円の補正計上であります。 

   災害対策費は７８７万１，０００円の計上であります。 

   事項①の災害対策本部に要する経費のうち、１９負担金補助及び交付金は、応急仮

設住宅内に設置されているごみ収集所から本宮クリーンセンターまでのごみ運搬に要

する経費３６０万円の計上であります。 

   事項④の農業関係除染対策等に要する経費は、除染後、農地の保全管理やそば、大

豆にかかる放射性物質吸収抑制対策事業に要する経費３５６万６，０００円の計上で

あります。 

   １６ページの款３民生費の保育所費は、児童福祉費寄附金を財源として園児が使用

する玩具等の購入費用８万円の計上であります。 

   １６ページ下段から１８ページにかけての款４衛生費の環境衛生費は３４万

７，０００円の計上であります。 

   これは水資源保全全国自治体連絡会への加盟に要する費用と、災害等廃棄物処理事

業の完了に伴う精算返還金等の計上であります。 

   １８ページ中段の款６農林水産業費の農業振興費は４９３万８，０００円の計上で

あります。 

   事項①の農業振興に要する経費は、農林水産業団体育成補助金２２０万

９，０００円の計上であります。 

   次、事項⑥の野菜等放射能検査事業に要する経費は２３１万２，０００円の計上で

あります。 

   これは福島県消費者行政活性化交付金を活用し、あだたらの里直売所等で販売する
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農産物を中心に、放射性物質の検査を行い、消費者への安心の確保と風評被害の払拭

を図るものであります。 

   １８ページ下段から２０ページにかけての地域農政推進対策費は、農地中間管理機

構事業に要する経費４２万円の計上であります。 

   ２０ページの林業振興費は４，９４７万６，０００円の計上であります。 

   これは森林環境交付金を活用し、ふれあい村民の森に隣接する山林の整備費１３万

１，０００円と、福島県森林整備加速化・林業再生基金事業により、間伐材等加工流

通施設整備を行う事業者に対し、県補助金と同額を補助するため、４，９３４万

５，０００円を計上するものであります。 

   款７商工費の観光費は、福島県消費者行政活性化交付金を活用し、原発事故による

風評被害の払拭を図るためのＰＲ事業に要する経費５５０万円と、福島県ブランド・

イメージ回復支援市町村交付金基金事業の活用により、コテージ２棟の改修に係る設

計監理業務２００万円、改修工事１，７００万円、施設備品費１００万円など、合わ

せて２，０００万円を計上するものであります。 

   ２２ページ中段の款８土木費の道路新設改良費は、行屋地内のインフラ整備工事費

や的場５号線の整備に要する費用４，５０２万１，０００円の補正計上であります。 

   都市計画総務費は建築後退用地代５１万５，０００円の計上であります。 

   ２４ページにかけての住宅建設費は、災害公営住宅の用地造成工事に水道本管の布

設工事も含められる見通しとなったことから、国庫８分の７のコミュニティ復活交付

金を主な財源に、水道工事に係る負担金等、３，９４３万６，０００円の補正計上で

あります。 

   ２４ページ、同じ款９消防費の非常備消防費は、９月に予定している村防災訓練時

の炊き出し訓練や、テント、テーブルなどのリースに要する経費６０万円の計上であ

ります。 

   消防施設費は、Ｊアラートの特別警報等受信機能の新設に伴うソフト変更工事費

４０万円と、山林火災等に備えたジェットシューター等購入費用６８万６，０００円

の計上であります。 

   款１０教育費の事務局費は、何らかの理由で登校できない小中学生を対象に、大玉

村適応指導教室を開設するための費用７３万円の計上であります。 

   ２６ページにかけての小学校費の教育振興費は、貸切バスの運賃制度が抜本的に見

直しされたことに伴う貸切バス借り上げ料７万４，０００円と、教育費寄附金を財源

とした児童図書購入費用２万５，０００円の計上であります。 

   中学校費の学校管理費は、使用する電力量の低減を図るため、デマンド監視システ

ムを導入する経費７万５，０００円、教育振興費は、小学校費と同様に、貸切バス借

り上げ料の８４万円の補正計上であります。 

   ２８ページの公民館費は、部活動を終え、高校受験を控える中学３年生を対象とし

た、ふくしまっ子体験活動応援に要する経費１２０万６，０００円の計上であります。 

   ３０ページの款１１災害復旧費の農地農業施設災害復旧費は、平成２５年７月及び
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８月の豪雨災害の復旧に要する費用２９９万円と、平成２６年度の三ツ森ため池の災

害復旧費のうち、村の負担となる１５万６，０００円の計上であります。 

   林業施設災害復旧費も平成２５年７月及び８月の豪雨災害の復旧に要する費用

２４９万円の計上であります。 

   予備費は、今後の未確定要素への対応も含め、調整財源として２９２万円を計上し

たものであります。 

   続きまして、歳入について申し上げます。 

   ８ページをお開き願います。 

   款１４国庫支出金の総務費国庫補助金は、災害公営住宅の水道本管布設費用として

３，４１２万５，０００円を計上するものであります。 

   款１５県支出金の総務費県補助金は、消費者行政活性化交付金で１，２３１万

２，０００円、除染対策事業交付金で４５万円、農林水産業費県補助金は、福島県営

農再開支援事業費として３３３万８，０００円、森林環境交付金事業費として１３万

１，０００円、森林整備加速化・再生基金事業費として４，９３４万５，０００円、

商工費県補助金の商工観光サポート事業費は、総務費県補助金の消費者行政活性化交

付金事業に組み替えたことにより、２００万円の減、教育費県補助金は、ふくしまっ

子体験活動応援事業費として５６万１，０００円とそれぞれ補正計上するものであり

ます。 

   総務費委託金は、経済センサス基礎調査市町村交付金２１万７，０００円の計上で

あります。 

   款１７寄附金は５５８万９，０００円の計上であります。 

   一般寄附は、玉井字下谷地の武田栄一郎氏より１０万円、福島市伏拝の株式会社ユ

アライフより１０万円をいただいており、またふるさと納税寄附金は、調定額が

３９０万円を超えたことから、今後の寄附見込額として５００万円、議会費寄附金は

玉井字下谷地の武田栄一郎氏より５万円、民生費寄附金は、南達建設業組合から保育

所のおもちゃなどの充実のために８万円、次に１０ページの教育費寄附金は、大山字

大江田中の遠藤カツ氏より、幼稚園と小学校の教育費のための１０万円と、南達建設

業組合から幼稚園の教育環境充実のために１６万円とそれぞれ寄附をいただいたもの

であります。 

   款１８繰入金は４，０００万円の計上であります。 

   基金繰入金では、財政調整基金取り崩しで２，０００万円、復興基金では

２，０００万円と、それぞれの事務事業に充当するための予算を計上したものであり

ます。 

   款２０諸収入の農業費受託事業収入は、農地中間管理事業業務受託金４２万円の計

上であります。 

   雑入は高齢者の健康と生活に関するアンケート調査費２３万３，０００円、米の全

袋検査補助金返還金は、前年度事業の精算による返還金６３８万８，０００円の計上

であります。 
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   款２１村債は、地方道路等整備事業債で４，１３０万円と、公営住宅建設事業債で

４９０万円をそれぞれ補正計上するものであります。 

   以上、一般会計補正予算についてご説明申し上げました。 

   続きまして、議案第４８号、平成２６年度大玉村国民健康保険特別会計補正予算に

ついて、歳出よりご説明申し上げます。 

   ４０ページをお開き願います。 

   款２保険給付費の療養諸費のうち、一般被保険者療養給付費は、本年５月と６月の

支払い実績を考慮し、１，５００万円を補正計上し、退職被保険者等療養給付費及び

一般被保険者療養費、退職被保険者等療養費は財源調整であります。 

   高額療養費の一般被保険者高額療養費は、４月と５月の支払い実績を考慮し、

３００万円を補正計上、退職被保険者等高額療養費は財源調整であります。 

   款３の後期高齢者支援金等は８４６万４，０００円の減、款４の前期高齢者納付金

等は１６万６，０００円の減、４２ページの款６介護納付金は５万７，０００円の減

額補正であります。 

   これらはいずれも社会保険診療報酬支払基金からの通知に基づくものであります。 

   款７協同事業拠出金の高額医療費共同事業拠出金は１０９万円の減、保険財政共同

安定化事業拠出金は４３３万９，０００円の補正計上であります。 

   これらは国保連合会からの拠出金額通知に基づくものであります。 

   款９の基金積立金は、国保事業の安定かつ円滑な運営を図るための基金積立

２，０００万円の計上であります。 

   予備費は調整財源として１，８１６万３，０００円の計上であります。 

   続きまして、歳入について申し上げます。 

   ３６ページをお開き願います。 

   款１国民健康保険税の一般保険者国民健康保険税は、医療給付費分で９９５万円の

減、介護納付金分で５２７万５，０００円の減、後期高齢者支援金分で１，７１１万

５，０００円の減と、合計３，２３４万円の減額計上であります。 

   これは医療費等所要見込額の見直しや、介護納付金、後期高齢者支援金の変更に伴

う税額の按分率改定によるものであります。 

   退職被保険者等国民健康保険税につきましても同様で、８８４万１，０００円の補

正減となったものであります。 

   款２国庫支出金の療養給付費等負担金は１，１９３万円の減、高額医療費共同事業

負担金は２７万２，０００円の減額計上であります。 

   これは医療費所要見込額の見直し等により、療養給付費等負担金等の精査により計

上するものであります。 

   財政調整交付金は、基準となる後期高齢者支援金と介護納付金の見直し等により、

７６万６，０００円の減額計上であります。 

   ３８ページにかけての款３県支出金の国民健康保険調整交付金は、後期高齢者支援

金と介護納付金の減に伴い、７６万６，０００円の減、高額医療費共同事業負担金は、
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高額医療費共同事業拠出金の減に伴い、２７万３，０００円を減額補正するものであ

ります。 

   款４療養給付費等交付金２，４５５万円は、退職者医療の療養給付費等交付金額の

決定によるものであります。 

   款５前期高齢者交付金は、社会保険料診療報酬支払基金からの交付決定により、

６３万７，０００円を減額計上するものであります。 

   繰越金は前年度剰余金見込額８，２００万円の計上であります。 

   以上、国民健康保険特別会計予算についてご説明を申し上げました。 

   続きまして、議案第４９号、平成２６年度アットホームおおたま特別会計補正予算

についてご説明申し上げます。 

   ４８ページをお開き願います。 

   款２管理運営費の施設管理費は、１階男子トイレの和式１カ所の故障により、洋式

に改修するための工事費４３万２，０００円の計上であります。 

   予備費は工事費を補塡するため、４３万２，０００円を減額補正するものでありま

す。 

   以上、アットホームおおたま特別会計補正予算についてご説明申し上げました 

   以上であります。 

○議長（佐藤 悟） 提案理由の説明が終わりました。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（佐藤 悟） 日程第７、請願・陳情について常任委員会付託を行います。 

   ３月定例会以降、本日までの受理した請願・陳情は、お手元にお配りいたしました

写しのとおり、請願第２号及び請願第３号並びに陳情第３号及び陳情第４号でありま

す。 

   お諮りいたします。 

   議長から所管の常任委員会に付託したいと思います。 

   これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（佐藤 悟） 異議なしと認めます。 

   議長から所管の常任委員会に付託をいたします。 

   配付いたしております付託表のとおり、陳情第３号を総務文教常任委員会に、請願

第２号及び請願第３号並びに陳情第４号を産業厚生常任委員会にそれぞれ付託いたし

ます。 

   なお、議長への委員会審査結果の報告につきましては、６月２０日の本会議前まで

にご報告願います。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（佐藤 悟） 以上で日程による議事が終了しましたので、本日の会議を閉じ、散

会いたします。ご苦労さまでした。 

（午前１０時４８分） 


